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要　　旨
　本研究では，現行の公的年金制度設計に基づく老齢年金が，少子高齢化の下で制度的側面から持続可能
な制度か検討し，再構築の方法を考察するとともに，老後の生活水準・ニーズを満たすために必要な最低
保障年金としての公共性を満たしているかをコーホート分析した。先行研究においては，年金制度を取り
巻く状況は厳しく，少子高齢化，女性のライフサイクルの変化，雇用構造の変化等が年金財政を逼迫する
要因としてあげられた．また，コーホート分析の結果，老後の公的年金は，若年・多子ほど望ましい水準
（公共性基準）から乖離していることが明らかになった．先行研究とコーホート分析を重ね合わせること
により，基礎年金の財政面に関しては，税方式にて運用されることが望ましく，さらに報酬比例部分に関
しては，私的年金を組み合わせた形がより持続可能な制度を維持できるとの結論を得た．
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Abstract
   In this study, as well as I analyze the old-age pension based on the current public pension system 
design whether it considered maintainable institutionality from an institutional aspect under low 
birthrate and longevity and considered the method of reconstruction, the Cohort analysis of whether 
it meet the publicity as the minimum guaranteed pension necessary to satisfy the standard of living 
therefore the needs of the old age. In the previous research, the situation of surrounding a pension 
system was severe and was raised as a factor in which low birthrate and longevity and change of 
the life cycle of a woman and change of employment structure are tight about a ﬁnancing scheme. 
Moreover, as the result of the Cohort analysis, it was revealed that the public pension of the old age 
became estranged from a desirable standard （publicity standard） increasing as youth and having many 
children. In addition, by superimposing a previous research, and the Cohort analysis, about the ﬁnancial 
aspect of the basic pension, it is desirable to be managed by the total tax manner, furthermore, about 
the reward proportional parts of pension system, I got a conclusion that the form to put the private 
pension together could maintain a sustainable system.
Key Words : Pension Reform, Publicity, Sustainability, Finance Inspection 2014, Cohort
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Ⅰ．研究の背景
　日本の年金制度は，国民年金・厚生年金・共済
年金の三本柱の公的年金制度および企業年金であ
る年金基金などによって運営されてきた．現在の
厚生年金の前身は，太平洋戦争中の1942年に男性
の民間工場労働者を対象に誕生した労働者保険で
ある．また，公務員等に対する年金制度の初期形
態として，共済年金の前身といえる明治時代の官
僚・公務員の恩給制度がある．そして，1961年 4
月からは拠出制の国民年金制度が開始された．そ
れぞれの制度は，幾多の制度改正を経て現行の制
度となっている．その時々の時代を背景とした改
革が行われてきたため，複雑でわかりにくい制度
となり，様々な問題も生じている．近年では，「政
治家等の年金保険料未納問題（2004年）」，「100
年安心年金（2004年）」，「年金記録問題（2007
年）」などは国民の注目を集めるとともに，年金
に対する不安，不信感も高めることになった．
　そして，2012年の社会保障・税一体改革関連法
の成立などを通じて厚生・共済年金の一元化や不
安定な年金基金の解散化など，大幅な年金改革が
進められつつある．社会保障制度を支える社会経
済情勢に大きな変化が生じ，セーフティネットに
生じた問題，貧困・格差の拡大など，新たな課題
への対応が求められている．給付は高年齢世代中
心，負担は現役世代中心という現在の社会保障制
度を見直し，給付・負担両面で世代間・世代内の
公平性が確保された制度へと改革される必要があ
る．
　年金制度の物価・賃金の増減に応じた調整や少
子高齢化に伴う調整については，物価スライド，
賃金スライド，マクロ経済スライドによって年金
受給額の調整がおこなわれているが，今後，スラ
イドされていくことで，今の現役世代が老後に受
給することになる年金水準はどうなるのであろう
か．財政効率性の観点から，マイナスの物価スラ
イド，少子高齢化相当分の給付抑制，支給開始年
齢の繰り延べなどに関わる制度改革が進められて
いるが，そのことで年金制度の公共性は保たれる
のであろうか．他方で，これまでの改革や今後の
改革を通じて，年金制度の将来に向けた持続可能
性は確保されるのだろうか．
　物価スライド特例分の解消として年金額が減少
し，マクロ経済スライドの実施やデフレ経済下で
の機能検討などが進められているなか，年金受給
額の減少や支給開始年齢の繰り延べは必至とされ
る状況にある．　
　将来に向けた年金制度改革の方向性としては，
賦課方式と積立方式による年金制度の比較をふま
えて，将来に向けて少子高齢化の影響を受けない
積立方式に重点を置いた制度改革の必要性を説く
立場（八田・小口 1999，西沢 2003）や，税方式
に重点を置いた普遍的な基本年金制度の強化を説
く立場（里見 2008）などがある．　　　
　八田・小口（1999）は，年金の世代間戦争を防
ぐ唯一の方法は，賦課方式と決別して積立方式に
近づける改革を行うことであるとしている．ま
た，積立方式に対して，基礎年金制度の強化を論
じ，基礎年金の税方式への転換を説いているもの
もある（里見 2008）．税方式とは，税金を財源に，
保険料支払い実績に関係なく，一定期間日本に居
住すれば，すべての高齢者が定額の基礎年金を受
け取れるもので，保険料徴収する必要がないの
で，未納・未加入問題は解決できるというもので
ある．
　年金制度の持続可能性を水平的公平性の観点か
ら図るうえで，女性の年金問題があげられるが，
支給開始年齢，受給年金額の格差，遺族年金の存
廃，そして第三号被保険者問題などの課題があげ
られる．第三号被保険者制度の存続を支持する立
場（堀 1997），それに対して第三号被保険者を支
持しない立場（木村 2001）があげられる．
　第三号被保険者制度の存続を支持する堀（1997）
は，家事・育児等で家族的責任を負っている女性
は雇用面で不利になっており，このような女性の
不利な面を第三号被保険者という制度で補ってい
る，としている．公的年金が依拠する社会保険
は，本来「拠出は能力に応じ，給付はニーズに
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応じ」という原則に従うべきであると述べてい
る．一方，第三号被保険者制度を支持しない木村
（2003）は，被扶養配偶者保護策は見直しが必要
であり，世帯単位から個人単位への転換が必要で
ある，と指摘している．理由として，税制や社会
保険制度が労働供給を阻害しており，離婚・シン
グルの増加等，女性のライフサイクルが多様化す
るなかで，公平性の観点からも効率の悪いものと
なっていることなどがあげられる．木村（2001）は，
被扶養配偶者優遇策を廃止し，基礎年金は消費税
を財源にし，報酬比例部分の厚生年金は確定拠出
型の年金を積み立てる制度が抜本策として望まし
い，としている．
Ⅱ．研究の目的・意義
　現行の制度設計に基づく老齢年金が，世帯構成
別の給付水準からみて老後の生活水準・ニーズを
満たすために必要な最低保障年金としての公共性
を満たしているかどうかを明らかにする．それと
ともに，そのような年金の公共性を確保するうえ
で，少子高齢化の下で持続可能な制度再構築の方
法を考察する．少子高齢化の下で財政効率化だけ
を一面的に進めると，その公共性が損なわれる反
面，持続可能性に向けた財源など，具体的な制度
設計を伴わない政策立案は無責任なものになる．
したがって，公共性と持続可能性の両方を満たす
年金制度の再構築の方向性を明らかにすること
は，老後の経済生活の安定化を図る基礎研究にな
ると考える．
　また，年金制度を取り巻く社会・経済情勢の問
題点についても取り上げ，それがどのように年
金制度に影響を及ぼしているかも考察していく．
日本の社会経済や雇用状況においては，ジェン
ダー・バイアスが存在している．日本の年金制度
は，戦後に幾度か改正はされたものの，男女格差
が残った制度となっており，それが女性の年金問
題につながっている．第三号被保険者問題を中心
にジェンダー視点からみた年金制度の問題やその
影響についても考察する．
Ⅲ．研究の方法
　年金制度の公共性を検証する基礎作業として，
国内のこれまでの年金制度改革や今後の年金制度
改革をふまえ，加入期間，標準報酬月額，男女差，
人口分布の変化，出生数の変化なども考慮に入れ
ながら，現在および今後変更される制度枠組みの
下での老齢年金水準を世代・世帯類型別に算出す
る．家計調査結果，ニーズ調査，意識調査などを
ふまえた老後の生活ニーズを満たす年金水準（公
共性）と比べて年金水準の実態がどれだけ乖離し
ているのかを明らかにする．公共性基準は，2014
年の家計調査年表（総務省）の調査から，60歳以
降の老後の夫婦二人の必要生活費は約24万円とし
てスライドさせていくものとする．また，2014年
度年金財政検証をもとに日本ファイナンシャルプ
ランナーズ協会の規定に基づいたキャッシュフ
ロー表を用いて研究を進めるものとする． その
ような公共性の検証をふまえて，持続可能性と両
立可能な制度改革の方向を明らかにする．
Ⅳ．コーホート研究
1．前提条件
　キャッシュフロー表の前提条件を設定した．ま
ず収入に関しては，65歳以降は公的年金のみの収
入（私的年金含むケース除く）とした．2014年に
公表された「公的年金財政検証」の結果により，
将来最も現実的であると予測（里見 2014，駒村
2013）される年金受給額をスライドさせた．
　また，年金受給額は世帯主が第二号被保険者，
配偶者が第三号被保険者で，平均的給与で40年間
厚生年金と国民年金に加入し，満額の年金額を受
給できるとみなした額となっている．
　次に支出は，基本生活費，一時的支出（住宅
ローン，教育費，結婚資金，車の購入等）とし，
物価スライド率（2014年財政検証に基づく）に
よってスライドさせている．基本生活費に関して
は2014年総務省「家計調査報告」による平均的な
数値で，世帯の人数によって変化・スライドさせ
ている．
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　年間収支＝年間貯蓄額に関しては，収入から支
出を差し引いたもので，その変動が貯蓄残高と
なっている．これらの変動率についても 2014年
の財政検証に基づいたスライド率を用いてシミュ
レーションしている．
　公共性に関しては，老後の生活水準・ニーズを
満たす年金水準として 2014年の総務省「家計調
査年報」より約24万円とする．これは，老後の生
活に夫婦二人が必要とする最低基準の金額とな
る．この 24万円の公共性基準を2014年の財政検
証のスライド率によってシミュレーションさせ
た．公共性基準（生活水準・ニーズを満たす年金
水準）が実際の家計水準とどのように乖離してい
くか考察していく．
2．シミュレーションパターン
　上述の前提条件をもとに，先行研究より問題点
や改善策として挙げられる少子化，税方式，第三
号被保険者問題，私的年金などをもとにシミュ
レーションしてみた．少子化については，子ども
の数の変化でどのような推移をするか，また税方
式へ移行した場合の現行制度との推移の比較，第
三号被保険者問題については，片働きか共働きか
による比較，私的年金は公的年金のみでの老後の
家計水準が低い場合，私的年金に加入した場合と
の推移の比較，をすることとした．このように推
移の変化や比較を考えてシミュレーションしてい
くと，結果として，9 パターンのシミュレーショ
ンで分析することとなった．
　少子化に関しては，40歳以降夫婦（片働き）で
子どもが二人か一人かでどのように家計水準が変
化しているかを考察した．（シミュレーション③
- 1 と③ - 2 ）税方式は，里見（2008，2014）の
支持する改革案に基づいて基礎年金部分を税によ
る運用へ移行した場合，現行の公的年金制度に
よるシミュレーションの動きとの乖離を比較し
た．これは，65歳以降の夫婦（片働き）と子ども
二人のケースと里見案（税方式）65歳以降の夫婦
（片働き）と子ども二人のケースである．（シミュ
レーション① - 1 と① - 2 ）第三号被保険者問題
は，どの世代においても，夫婦（片働き）は，公
的年金のみの生活でも老後はゆとりのある（公
共性基準を満たす）生活であるか検証する．（シ
ミュレーション① - 1，② - 1，③ - 1 ）それとと
もに，今後，現役世代である40歳台の世代が夫婦
（共働き）であると，夫婦（片働き）と比較して
家計水準はどう変化するのか考察した．（シミュ
レーション③ - 1 と③ - 4 ）また，2014年財政検
証からも，今後，公的年金の受給額は目減りして
いく予測となっており，その中で抜本的な公的年
金改革が行われないとするならば，私的年金はど
のような役割を果たしていくのか．老後が公的年
金のみのシミュレーションと私的年金をプラスし
たシミュレーションとの比較を行った．（シミュ
レーション②- 1と②- 2，③- 1と③- 3 ）最後に，
夫婦（共働き）のケースは，子ども二人であると，
他のケースに比べてゆとりのある水準で推移して
いた為，仮に今後，少子化を防ぐためにも人口置
換水準2. 07を上回る水準の3人でシミュレーショ
ンした場合，どのような動きになるか考察した．
（シミュレーション③ - 4 と③ - 5 ）
　年代が40歳台以降となっているのは，財政検証
における将来の年金受給額の予測が未だ若年層に
まで及んで予測されていないためである．
3．シミュレーション
①　65歳以降
< ① - 1．65歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども二人＞
࿑ 1ޟ65ᱦએ㒠㧦ᄦᇚ㧔 ௛߈㧕ߣሶߤ߽ੑੱޠ
න૏㧦ਁ౞ 
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　65歳以降（片働き，子ども二人）のシミュレー
ションにおいては，マクロ経済スライドによる年
金額調整につき，年金額は実質目減りしていく．
よって，65歳以降，年間収支はマイナスで推移し
ていく．このマイナスは現役時代からの貯蓄を取
り崩すことで補う結果となった．公共性の基準も
下回る推移である．よって，公的年金のみの老後
の家計水準は厳しい結果となった．
＜① -2 .　里見案（税方式）65歳以降キャッシ
フロー：夫婦（片働き）と子ども二人＞
 
　また，先行研究より，税方式を具体的に導入し
たと仮定して，里見（2008，2014）の提示する改
革案に基づいてシミュレーションを行った．65歳
以降（片働き，子ども二人）のケースで，基礎年
金部分を税方式に移行したと考えてシミュレー
ションを行った．現行制度に基づいたシミュレー
ションよりも老後は安定した家計水準を維持する
ことができ，公共性の役割を担える結果となっ
た．よって，基礎年金制度を税方式へ移行するこ
とは，問題はあるとしても有効な制度改革である
ことが明らかになった．
②　50歳以降
＜② - 1.　50歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども二人＞
　50歳以降（片働き，子ども二人）のシミュレー
ションにおいては，老後は65歳以降のシミュレー
ションと同じく収支は減額されていく．公共性基
準の推移と比較すると，65歳以降と同じように，
乖離幅は年々大きくなり，公共性基準を下回る結
果となった．50歳，65歳以降共に公的年金のみで
の生活は困難で，貯蓄等に頼らざるを得ない．
＜② - 2.　50歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども二人，私的年金一人分＞
　私的年金に加入したケースでは，65歳以降，年
間収支はおおよそ均衡し，貯蓄残高はほとんど変
動がない状態で推移していく結果となった．ま
た，私的年金を受給している間は，公共性基準と
の乖離幅も小さくなる．よって，公共性基準に近
づけるためにも，私的年金の果たす補助的な役割
が大きいことが明らかになった． 
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③　40歳以降
＜③ - 1.　40歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども二人＞
　40歳以降（片働き，子ども二人）のシミュレー
ションにおいては，子育て世代のため，子どもの
教育費などの支出が多くなっている．65歳位まで
は年間収支も常にマイナスで推移し，貯蓄も赤字
の状況が続く．65歳以降も年間収支は若干プラス
に転じるものの貯蓄の増加はほぼ横ばいで，一時
支出をする余裕のない厳しい家計水準で推移して
いく結果となった．また，公共性基準との乖離も
年々大きくなっている．
＜③ - 2.　40歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども一人＞
　③ - 1 の場合，子どもが一人であるとどのよう
な動きになるのかシミュレーションしてみた．学
費や基本生活費の支出が減るため，年間収支も貯
蓄残高もおおよそプラスで推移し，子ども一人の
方がゆとりのある家計水準であることが明らかに
なった．現在の日本の合計特殊出生率は 1.4 人前
後で推移しているが，子どもの数や家計水準か
らみても，③ - 2 の世帯が最も現状の社会水準に
合ったモデルとなっている．公共性基準の推移と
の比較は，子ども二人の場合と乖離幅は同じであ
るが，子ども一人の場合は貯蓄額が多くなるた
め，乖離幅を補うゆとりがある．
＜③ - 3.　40歳以降キャッシュフロー：夫婦（片
働き）と子ども二人，私的年金二人分＞
　また，③ - 1 のケースに私的年金に夫婦二人加
入したものとしてシミュレーションしてみた．65
歳ぐらいまで私的年金に加入していないケースと
同じように厳しい家計水準で推移していくもの
の，65歳以降は二人分の私的年金を受給できるた
め，年間収支は増加に転じ，緩やかな貯蓄額の伸
びとなった．ゆとりがある水準とはいかないまで
も，私的年金が一定の効果をもたらすことが明ら
かになった．このケースと税方式に移行（里見案）
した① - 2 のケースを比較してみた．65歳以降の
家計水準を比較してみると，① - 2 の税方式の方
にゆとりがあり，このケースでは私的年金に加入
する必要性も低くなる．
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＜③ - 4.　40歳以降キャッシュフロー：夫婦（共
働き）と子ども二人＞
　また，40歳以降（共働き，子ども二人）のシミュ
レーションにおいては，教育資金などの子育て支
出の多い時期も年間収支はほぼプラスで推移し，
黒字幅も大きくなる．65歳以降も夫婦で老齢基礎
年金，老齢厚生年金を受給できるため，年間収支
はつねにプラスで推移し，貯蓄残高もかなりゆと
りのあるものとなっている．老後の年金収入と公
共性基準の推移との比較は，ほぼ公共性に近い基
準で推移する．国民・厚生年金を二人分受給出来
るため，ゆとりのある基準で老後を過ごせる．こ
の③ - 4 のシミュレーションは，子どもを二人育
てることが出来て（人口置換水準である 2. 07 を
維持できる），ゆとりもあり，公共性基準も満た
せる結果となった．
＜③ - 5.  40歳以降キャッシュフロー：夫婦（共
働き）と子ども三人＞
　③ - 4 のケースで仮に子どもが三人いたらどう
なるかシミュレーションしてみた．65歳までは教
育資金の支出などが多くなるため，年間収支もマ
イナスに転じ，子どもが大学を卒業するまでは赤
字の状態が続く．しかし，65歳以降になると，年
金を二人分受給するようになるため，年間収支も
プラスに転じ，貯蓄残高も黒字幅が大きくなる．
結果としては，子どもは三人よりも二人の方が，
生涯より安定した家計水準を維持できる結果と
なった．
　以上すべてのシミュレーションにより，40歳以
降，共働きで子ども二人のシミュレーションが生
涯通して年間収支もほぼプラスであり，貯蓄残高
も老後になるにつれて増加する安定したシミュ
レーションの動きが見られた．よって，9 パター
ンのうちでこのケースが最も望ましいケースであ
るという結論に至った．
4．シミュレーションまとめ
　まとめとして，各世代，公的年金のみに頼る老
後の生活基盤は脆弱になりつつあることが明らか
になった．老後の夫婦二人の必要生活費は24万
円（総務省，家計調査年表，2014年）であり，公
共性を維持する上でもこの水準以上であることが
望ましいが，現行の財政検証における水準は21. 8
万円であり，マクロ経済スライドによりさらなる
乖離が見込まれる．よって，制度改革はもちろん
の事，私的年金によって公的年金を補完するよう
な方向性も視野に入れた年金制度改革の方が望ま
しいと考えられる．また，夫婦共働き世帯のシ
ミュレーションが生涯通して貯蓄残高が高い水準
で推移していたことからも，今後はさらに女性が
社会進出しやすい環境整備も必要であろう．
Ⅴ．先行研究からコーホート研究を考察
する
　コーホート研究で得られた結果は以下の大きく
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6 つである．この結果を先行研究に絡めて検証し
たい．
1 ．夫婦共働きが最も望ましい老後の家計水準
を維持できる．
2 ．片働きの世帯では子どもは二人より一人の
方が家計水準は安定する．（ミクロレベル）
3 ． 夫婦共働き，子ども二人の世帯が制度の持
続可能性を考えると望ましい．（マクロレベ
ル）
4 ．私的年金をプラスすることでより安定した
家計水準を維持できる．
5 ．65歳，50歳，40歳と若い世代ほど年間の収
支や老後の家計水準も悪化していく．（2014
年財政検証時点における年齢）
6 ．基礎年金を税方式へ移行するとより安定し
た老後の家計水準を維持できる．
＜ 1．夫婦共働きが最も望ましい老後の家計水準
を維持できる＞
　シミュレーション結果から，夫婦共働きの世帯
であることがより望ましい老後の家計水準を維持
できる結果となった．また，専業主婦と継続勤務
の生涯可処分所得の推計を見ても，断然共働きの
方が得である（堀，2005）．この夫婦共働きの今
後の可能性については，女性の年金権や労働力率
も関係している．堀（2005）が提案しているパー
トタイマーや派遣労働者に対する厚生年金適用拡
大に向けた改革も有効である．まずは男女雇用機
会均等化の積極的推進であり，それを支える環境
の整備が重要である．
＜ 2．片働きの世帯では子どもは二人より一人の
方が家計水準は安定する（ミクロレベル）＞
　個々の家庭のミクロベースで考えると，片働き
のケースにおいては，子ども二人よりも一人の方
が安定した家計水準を維持することができるた
め，一人っ子を選択する世帯もあるだろう．しか
しマクロ的に考えた場合，これでは今後の公的年
金を支える現役世代の人口が増えなくなり，ます
ます年金財政は逼迫していくことは問題である．
夫婦共働きであれば，家計水準は安定することか
らも，上述の通り，夫婦共働きできる環境を整え
ることが重要であろう．そのためにも 2015年 4
月より開始している「子ども子育て支援新制度」
などのような制度が充実していくことが望まれ
る．
＜ 3．夫婦共働き，子ども二人の世帯が制度の持
続可能性を考えると望ましい（マクロレベル）＞
　コーホート研究から，夫婦共働きで子ども二人
の世帯がより安定した家計水準を維持できること
が明らかになった．また，制度の持続可能性を考
えても，人口置換水準である 2. 07 をほぼ超える
子ども二人の世帯は望ましいと言える．
　本来であれば人口置換水準を超えるためには世
帯の子どもの数は 3 人以上であることが望ましい
が，コーホート研究結果から，共働き世帯であっ
ても 3 人よりは 2 人が望ましい子どもの数である
という結果が得られた．よって現行の公的年金制
度では，夫婦共働きの世帯であったとしても，3
人以上の子どもを持てば，家計水準が低くなり，
ゆとりのある生活から離れることをあらわしてい
る．
＜ 4．私的年金をプラスすることでより安定した
家計水準を維持できる＞
　野村（2014）が述べているように，現役世代は
現在の退職者に比べて自助努力の備えが必要にな
る．その際，税制優遇制度という政策的な後押し
を得ているのが私的年金であり，その活用が重要
となる．駒村（2014）も公的年金を確実に給付で
きる年齢や水準を明確にし，それを補完する私的
年金を支援するような公私年金の最適な組み合わ
せの政策をすべきだと論じている．今後，現役世
代の若者たちにとって老後の資産形成へ向けて私
的年金に加入することは公的年金を補完する有効
な手段として考えられる．
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＜ 5. 65歳，50歳，40歳と若い世代ほど年間の収
支や老後の家計水準も悪化していく（2014年財政
検証時点における年齢）＞
　上述のシミュレーション結果からも，若い世代
になるほど老後の家計水準は低くなっていくこと
がわかる．また，低くなる一方，自助努力による
私的年金の役割も大きくなっていくことも検証さ
れた．公的年金制度において半世紀前は現役世代
9 人で 65歳以上の高齢者 1 人を支えていたが，現
在では 3 人で 1 人の高齢者を支えており，2050年
には 1 人で 1 人の高齢者を支える状況になること
が予測されている．このような少子高齢化が進む
中，高齢者を支えるためには，保険料の引き上げ
や受給額の引き下げも必至である．八田・小口
（1999）は，公的年金の世代間格差が拡大してい
ることを論じている．保険料の支払と受給がほぼ
一致し，“損得なし”となるのは，1962年生まれ
の世代である．それより上の世代では年金は「受
取超過」，若い世代では「支払超過」となってい
る．少子高齢化の中，世代間格差は避けられない
状況が表面化している．このような状況を改善す
るには，女性がより働きやすい環境作りが必要で
あるし，制度改革によって，給付額の減額や支給
開始年齢の繰り延べなども不可欠になってくる．
また，基礎年金を税方式へ移行し，より公平な制
度への改革も有効であると考えられる．
＜ 6．基礎年金を税方式へ移行するとより安定し
た老後の家計水準を維持できる＞
　現行制度の老後の家計水準と比較すると，税方
式へ移行した方がより安定した水準を維持できる
ことが明らかになった．特に，65歳以降，老後の
公的年金受給額を公共性基準に近づけるために
は，現行の賦課方式から税方式へ移行することが
より有効な手段であることがわかった．公共性
（総務省，家計調査，2014年）の基準であると考
えられる24万円がほぼ確保できる．そのため，里
見（2008）や木村（2003）らが支持する税方式へ
移行することは有効な改革案であり，それによっ
て私的年金へ加入の必要性も低くなることも明ら
かである．
Ⅵ．総括
　先行・コーホート研究から，今後効果的である
と考えられる公的年金制度の在り方は次のように
なる．まず基礎年金部分に関しては，税方式への
移行が最も効果的であると考えられる．また，所
得比例年金に関しては，インフレの影響を受けな
い賦課方式に基づいた現状の制度を持続させるこ
とが望ましいと考えられる．さらに私的年金を組
み合わせ，公私連携の年金制度への改革がより良
い方向性である，という結論に至った． 
1．今後の公的年金制度の在り方
　では，先行研究，コーホート研究をふまえて，
今後どのような年金制度であることが望ましいの
であろうか．様々な改革案が提示される中，どの
改革案が今後の公的年金制度を持続可能なものに
していけるのか，特に有効であると考えられる改
革案・施策等を検証してみたい．
1 - 1．少子化対策
　今後の年金制度を支える若者世代の数が増加し
ないことには，今後公的年金制度の維持もますま
す厳しくなってくる．シミュレーション結果にお
いては，政府がモデル世帯とする片働き世帯で
は，子どもは二人よりも一人の方がより安定した
老後の家計水準を維持できる結果となった．これ
では，現行の公的年金制度が人口を維持する出生
率である 2. 07 人を女性が産んでも老後の生活は
苦しいということが言える．また，個人的視点（ミ
クロベース）からすると，出生数を一人に抑えざ
るを得ない状況であることもわかる．これでは公
的年金を支える若者の数が増えにくいことは明ら
かである．
　このほか，シミュレーション結果から，子ども
を二人育てるためには，夫婦共働きである方が貯
蓄残高も多く，老後はより安定した家計水準を維
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持できる結果が得られた．そのため，今後の公的
年金を支える上で，女性が社会に参加し，より活
躍していくことが重要になってくると考えられ
る．出生率の上昇を促し，育児を支援するための
施策の一つとして 2015年 4 月より「子ども子育
て支援新制度」も始まったが，さらなる育児制度
の充実や，男女共同参画社会の実現を促進する施
策，これらの制度を利用しやすい職場環境等の整
備も必要である．
　そのためにも，根本的に安定した雇用を保障す
る施策が必要である．非正規労働者が全体の 3 分
の 1 を超え，女性だけでは 5 割を超えるというこ
の現実を変えていかなければならない．安定した
雇用と社会保障制度の充実によって，国民生活は
安心と安定を得られ，それが少子高齢化の解決策
へつながると考えられる．
1 - 2．厚生年金の標準報酬月額上限引上げ，下　　
限引下げにて公平性をはかる
　厚生年金の標準報酬月額の上限・下限は，2000
年に98, 000円から 620, 000円の30 等級に変更され
てから，変わりはない（2016年10月から，第 1 級
の標準報酬月額は 88, 000 円）．標準報酬月額は月
額，賞与ともに上限，下限があり，これによって
支払損や支払得のような逆転現象が起きる仕組
みとなってしまっている．健康保険は 2007年に
58, 000 円から 1, 210, 000円の47等級の幅広い等級
に変更された．上限だけでも 2 倍の格差があり，
逆転現象が厚生年金の方で大きく起きている．つ
まり，富裕層では年金保険料の負担は軽くなり，
貧困層の年金保険料の負担は重くなっていること
になる．特に，標準報酬の上限を低くすると，高
所得者の保険料負担が軽くなるのだが，高所得の
被保険者は大企業の経営者と管理職，中小企業の
経営者などで，上限を上げても負担できる．河村
（2015）によると，厚生年金の上限該当者は多く，
男子 200万人，女子19万人，合計219万人もいる．
よって，高所得者は大企業に所属している雇用者
が大部分であることにより，保険料も労使折半で
あり，上限引上げは大企業に負担を求め，保険料
の増収を図る良い方法であると考える．また，近
年の非正規雇用者増加や第三号被保険者問題解決
に向けて厚生年金適用拡大の改正を進めるために
も，下限額も健康保険に合わせた 58, 000円に下
げることも検討していくべきであろう．
1- 3．公私年金制度へ
　公的年金の公共性も持続可能性も危ぶまれる
中，今後の望ましいと考えられる選択肢として，
公的年金を補完する役割として私的年金を取り入
れていくことがあげられる．コーホート研究のシ
ミュレーションにおいては，いずれのケースにお
いても私的年金に加入することによって，公的年
金のみよりは安定した老後の家計水準を維持する
ことが可能であることが証明された．
　また，先進各国においては，公的年金の給付引
下げをしながら，同時にそれを補うための私的年
金が拡充されている．つまり，両方式のメリット・
デメリットを見極めた併用方式に向かっているの
である．どちらかに偏った運営方式では危なく，
両方を組み合わせてリスクを分散する方法が正し
い選択であると考えられる．今後は公私連携（賦
課方式＋積立方式）の年金制度が進められていく
べきであろう．
　駒村（2014）は，日本においても積立方式民間
年金か，賦課方式公的年金か，という不毛な議論
から早く脱却し，公的年金を確実に給付できる年
齢や水準を明確にし，それを補完する私的年金を
支援するような公私年金の最適な組み合わせの政
策論に入るべきだ，と述べている．
　野村（2012）も，人口の高齢化により，近年多
くの諸国で年金制度の持続可能性の確保を目標と
した改革が実施され，賦課方式の公的年金役割縮
小と，それに伴う私的年金強化が進められたと述
べている．そして，公的年金の役割縮小は不可避
であり，私的年金のカバー率引き上げは必須の課
題としている．このほかにも課題として，就労状
況や職種を問わずに加入できるくらいの思い切っ
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た加入対象者拡大の必要性，投資教育の実践の必
要性などをあげている．
　確かに，コーホート研究においても，マクロ経
済スライドによって，今後公的年金が実質減額さ
れていくことが明らかになり，老後の家計水準維
持も厳しい結果となった．よって，基礎年金を税
方式へ移行するような抜本的な改革が行われない
限りは，現役世代は，現在の退職者に比べ，私的
年金に加入するといったような，自助努力による
老後の備えが必要となってくる．
1 - 4．国民基礎年金を公費負担方式（税方式）へ
　まず，税方式を強く支持している里見（2008）
は，基礎年金部分は，税方式へ抜本的に改革し，
5 年程度の居住期間で65歳からの支給という案を
提案している．同じく，木村（2003），磯村（2007）
も税方式を支持しており，木村（2003）は次のよ
うに述べている．短時間労働者の厚生年金加入を
拡大しつつ，国民皆年金を貫くならば，基礎年金
と厚生年金を財政的に分離し，基礎年金を消費税
で賄い，報酬比例の厚生年金は確定拠出型の年金
として運営することが考えられる．磯村（2007）
は，基礎年金部分については全額を国庫負担と
し，報酬比例部分については優遇措置を準備し，
民間の商品を自分で選択するのが望ましいとして
いる．また，河野・西沢（2014）も税方式を支持
している．基礎年金の財源は所得再分配機能もあ
る税方式が相応しく，世代間格差の是正にも有効
である，としている．里見（2008）の税方式案を
コーホート研究でもシミュレーションしてみた
が，老後の家計水準も現在より高い水準で維持さ
れ，効果的であるという結果が出た．この様に税
方式への改革が有効であると考えられるわけであ
るが，なぜ政府は社会保険方式にこだわり，税
方式を取り入れないか．これについて河野・西
沢（2014）は，官僚独自の考え方があり，自らの
テリトリーである年金特別会計を守りたいのが本
音だ，としている．政治家自らの利害関係をなく
し，国民が納得できる年金制度改革を推し進めて
行くことが望まれる．
1 - 5．第 3 号被保険者問題解決に向けて
　第 3 号被保険者は，保険料を支払わずに自己
名義の基礎年金を受給することができる．これ
は，現行の世帯単位の公的年金制度に不公平感を
与えている．この問題を解決するためには，里見
（2008）や木村（2003）が主張している基礎年金
の税方式化が最も有効であると考えられる．また，
木村（2003）が述べているように，「世帯単位か
ら個人単位へ」年金権を変えていくことも必要で
あろう．仮に，税方式へ移行したならば，コー
ホート研究でも明らかになったように，老後も現
行よりは安定した家計水準を維持できる．また，
税方式へ移行されたならば，私的年金に加入する
必要性も低くなる．
　しかし，出産・育児・介護を女性が行うという
社会慣行である日本において，社会の意識改革も
行わなければ，年金制度改革も難しいだろう．当
面，この第 3 号被保険者制度に関しては，範囲を
縮小しつつ，制度も維持する方向が望ましいので
はなかろうか．つまり，パート労働者に厚生年金
を適用することによって，第 3 号被保険者の数を
減らすということである．パート労働者等の厚生
年金適用拡大は，第 3 号被保険者を減らすことが
直接の目的ではなく，パート労働者等の年金保障
を充実させることでなければならない．非正規労
働者の拡大が賦課方式によって運営されている厚
生年金の短期的な財政悪化をもたらさないために
も適用拡大は意義があると考えられる．
2．まとめ
　先行研究からは，さまざまな社会的要因が年金
制度には絡んでおり，制度改革を推し進めること
を考えるだけでは解決できない問題もあることが
明らかになった．その中でも特に人口の問題や雇
用の問題も重要で，今後は合計特殊出生率を上げ
るためにも女性が働きやすい環境を整えること
や，雇用環境の悪い非正規労働者をできるだけ減
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らすような政策などが必要であると考えられる．
また，女性の年金権の問題では，第 3 号被保険者
問題がとりあげられるが，今後日本の社会慣行・
雇用慣行である女性が主として家事・育児・介護
を行うといった背景が変わらない限り，第 3 号被
保険者制度を廃止することは難しいと考える．し
かし，仮に多くの論者が支持している税方式が取
り入れられることになれば，この第 3 号被保険者
問題や年金の空洞化問題，そして世代間の不公平
感の起きる財政方式問題もより公平な公的年金制
度へと改革されると考えるが，現行の日本では直
ぐには難しいだろう．
　コーホート研究結果においては，老後の公的年
金の役割は縮小せざるを得ない状況であることが
判明した．現況では，公的年金の公共性を持続で
きるような状況ではないことも明らかであり，今
後は公的年金の抜本的な改革をしない限りは，現
役世代も年金世代も家計は苦しいばかりである．
このような家計水準のため，片働き世帯では子ど
も二人より一人の方がより安定した家計水準を維
持することが明らかになった．また，共働き世帯
であっても，子どもは三人以上であると家計水準
が安定せず，子どもの数は二人であることが最も
望ましい結果となった．このほか，公的年金に私
的年金が補完されると，より安定した老後の家計
水準を維持できることも明らかとなった．一方，
基礎年金部分を税方式へ移行すると老後の家計水
準は安定し，私的年金の必要性も低くなる結果と
なった．
　このような結果から，今後望まれる制度改革と
はどのようなものか．大きく三つあげられる．
①基礎年金部分の改革として，税方式への移行
②パートタイム労働者，非正規労働者の厚生
年金適用拡大や女性が働きやすい職場の環境
づくり
③報酬比例部分について，公私年金連携の推奨
　財政検証より，今後大幅な減額となる基礎年金
部分の改革が必要であり，これは税方式への移行
が最も有効であると考えられる．また，共働きを
していくためには，パートタイム労働者や非正規
労働者などへのさらなる厚生年金適用拡大の制度
改革が必要である．そのためには，より女性が働
きやすい職場の環境作りも大切である．また，報
酬比例年金に加えて，確定拠出年金などの私的年
金制度へ加入することにより，公的年金を補完
し，より安定した老後の家計水準を維持すること
も明らかになった．今後は公私年金連携を推奨し
つつ，公的年金制度改革も進めていくべきである．
抜本的な改革を行うこともすぐには難しいと考え
られる．できる改革から地道に進めることが重要
であろう．
Ⅶ．研究の限界と今後の課題
　今回のシミュレーションは，2014年度財政検証
に基づいてシミュレーションしたため，データは
全て平均的なデータを引用してシミュレーション
を行った．これは，財政検証のモデル世帯は平均
的な年金額で将来の年金額を算出しており，これ
に準じて家計のシミュレーションを行っていきた
いと考えたためである．先行研究でも明らかに
なったように，家族形態の多様化は進んでいるた
め，今後は色々な家族形態でシミュレーションし
ていくことが必要である．それによって提案され
る制度改革がより公平な制度へと導いていくであ
ろう．
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